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●
策
定
の
趣
旨

　

平
成
25
年
度
か
ら
ス
タ
ー
ト
し

た
第
五
次
開
成
町
総
合
計
画
を
着

実
に
推
進
す
る
た
め
の
基
盤
づ
く

り
の
一
環
と
し
て
、
行
政
改
革
の

指
針
で
あ
る
第
五
次
開
成
町
行
政

改
革
大
綱
を
平
成
25
年
３
月
に
策

定
し
ま
し
た
。

　

策
定
に
あ
た
っ
て
は
、
町
の
行

政
改
革
に
関
す
る
審
議
機
関
で
あ

る
町
行
政
改
革
推
進
委
員
会
へ
の

諮
問
を
行
い
、
さ
ま
ざ
ま
な
意
見

を
伺
い
な
が
ら
大
綱
を
ま
と
め
て

き
ま
し
た
。

●
大
綱
の
位
置
付
け

　

第
五
次
開
成
町
行
政
改
革
大
綱

は
、
第
五
次
開
成
町
総
合
計
画
に

掲
げ
た
施
策
・
事
業
を
効
果
的
・

効
率
的
に
進
め
る
た
め
の
指
針
と

し
て
、
行
政
基
盤
を
見
直
す
役
割

を
果
た
す
も
の
で
す
。

●
大
綱
の
構
成

１
基
本
方
針

『
集
中
的
な
取
り
組
み
に
よ
る

　

効
果
的
な
行
政
改
革
の
実
現
』

　

第
五
次
開
成
町
総
合
計
画
に
掲

げ
た
施
策
・
事
業
を
推
進
す
る
た

め
に
必
要
な
行
財
政
資
産
を
確
保

す
る
こ
と
を
目
的
に
、
全
庁
的
な

課
題
を
中
心
に
集
中
的
に
取
り
組

み
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

２
改
革
の
視
点

　

基
本
方
針
に
基
づ
き
行
政
改
革

を
進
め
る
に
あ
た
り
、
そ
の
方
向

性
を
示
す
も
の
と
し
て
、
次
の
５

つ
の
改
革
の
視
点
を
設
定
し
、
改

革
に
取
り
組
み
ま
す
。

①
行
政
運
営
を
支
え
る
適
切
な
組

　
織
機
構
等
の
整
備

②
財
源
の
確
保
と
効
果
的
な
配
分

③
広
域
行
政
の
推
進

④
広
聴
活
動
の
充
実
と
情
報
公
開

　
の
推
進

⑤
全
庁
的
な
管
理
体
制
の
構
築

　

こ
れ
ら
の
改
革
の
視
点
に
基
づ

き
、
４
つ
の
取
り
組
み
方
針
を
定

め
て
、
行
政
改
革
を
進
め
ま
す
。

　

町
で
は
、
簡
素
で
効
率
的
な
行
政
運
営
を
め
ざ
し
て
、
過
去
に
４
次

に
わ
た
っ
て
行
政
改
革
を
進
め
て
き
ま
し
た
。

　

こ
の
た
び
、
第
五
次
開
成
町
総
合
計
画
の
ス
タ
ー
ト
に
合
わ
せ
、
行

政
改
革
の
指
針
と
な
る
第
五
次
開
成
町
行
政
改
革
大
綱
を
策
定
し
ま
し

た
の
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

平
成
25
年
度
か
ら
の
行
政
改
革
の
指
針

第
五
次
開
成
町
行
政
改
革
大
綱
を
策
定

【総合計画との相関関係のイメージ】

第五次開成町総合計画

第五次開成町行政改革大綱

施策・事業の推進
進め方財源・組織

行政基盤

有効活用 効率化

将
来
都
市
像

　「
明
る
い
未
来
に
向
け
て

　
　人
と
自
然
が
輝
く
ま
ち・開
成
」

町行政改革推進委員会小澤委員長
から町長への答申

平成22年に創設された自治活動応援課

まちづくり町民集会（平成24年度）

指定管理者制度が導入された自転車等駐車場 広域化に伴い発足した小田原市消防「高度救助隊」

問　

企
画
政
策
課　

☎
84
－
０
３
１
２

４つの取り組み方針
事業推進体制の整備

第五次開成町総合計画を着実に推進するととも
に、質の高い町民サービスを提供するため、組
織・機構の見直しや人材育成を進めます。

広域行政の推進
効率的な行財政運営を進めるため、町単独では解
決しにくい課題に関して、近隣市町との新たな広
域連携の検討を進めます。

健全な財政運営
第五次開成町総合計画に掲げた施策・事業に効果
的な財源配分を行うとともに、客観的な基準に基
づき健全な財政運営を進めます。

広聴活動と情報公開の推進
町民との協働による町政を実現するため、広聴活
動の充実を図るとともに、積極的に行政情報を発
信します。

簡素で効率的な行財政運営

きめ細かな行政サービスの実現

第四次開成町行政改革大綱（平成17年度～平成24年度）における主な成果
・250万円以上の請負工事に工事成績評定制度を導入
・事務事業評価（平成19年度～）、施策評価（平成21年度～）を実施
・平成22年度に実施した事業仕分けの結果を受け、敬老祝い金の金額改定、校務用
　パソコンの整備手法の見直し、各種観光事業のあり方の検討などを実施

・経常収支比率等の目標を定め財政運営の健全化を推進
・計画的で組織的な滞納整理の推進
・下水道使用料の料金改定

・指定管理者制度の導入（福祉会館・地域集会施設・自転車等駐車場・開成水辺ス
　ポーツ公園）
・開成南小学校の給食調理業務を民間委託
・コンビニ収納の開始
・県内14町村による電算システムの共同化の実現
・県西地域２市５町による広域消防の実現

・職員の能力評価制度の導入
・機構改革の実施（平成18年度・保健福祉課
　の分割、平成22年度・自治活動応援課の創
　設等）
・審議会のあり方などを検討し、環境分野に
　おける関係組織を整理
・新たな開成町人材育成方針を策定
・適正な組織の検討に資するための業務量調
　査の実施

・「あじさいのまち開成自治基本条例」、
　「開成町パブリックコメント手続条例」の制
　定
・まちづくり町民集会の定期的な開催
・町民活動応援事業の実施
・各種協働事業の実施（総合計画の策定、各
　種スポーツ教室、弥一芋リバイバルプロジ
　ェクト、NPO法人との教育分野・環境分野
　での連携）

体系Ⅰ
事務事業の見直し

体系Ⅱ
組織・機構の見直し

体系Ⅲ
効率的な行政運営

体系Ⅳ
財政運営の健全化

体系Ⅴ
協働の推進


